
八街市下水道事業の設置等に関する条例（案）の制定について

市民意見公募手続（パブリックコメント）を実施します

八街市の公共下水道事業の会計処理は、昭和５２年度（１９７７年度）の事

業開始から現在に至るまで、一般の家庭における家計簿などと同じように、現

金の収支のみを記録する現金主義（官庁会計方式）に基づく単式簿記により行

ってきました。この現金主義に基づく会計処理は、内容が簡単で分かりやすい

というメリットがありますが、一方で、事業に伴う資産や負債がどれくらいあ

るのかといった、事業の経営状況を把握するのに重要な情報が分かりにくいと

いうデメリットがあります。

そこで、八街市は、この現金主義に基づく会計処理の方法を、令和２年４月

１日から地方公営企業法の財務規定等を適用し、現金以外の費用や収益につい

ても記録する発生主義（企業会計方式）に基づく複式簿記による会計処理とす

るように改め、公共下水道事業の資産や負債を正確に把握して経営状況の可視

化と経営の合理化を図り、将来に渡って安定したサービスの提供が可能となる

経営体制作りを目指すこととしました。

つきましては、八街市の公共下水道事業に財務規定等を適用するに当たり、

地方公営企業法の規定により条例を整備する必要があるので、この条例の内容

に対して広く市民の皆様や関係する方々からのご意見を募集します。

〇 案件名（政策等の名称）

八街市下水道事業の設置等に関する条例（案）

〇 意見の募集期間

令和元年８月２０日（火）～令和元年９月１８日（水）

〇 この案件の閲覧場所

・ 市役所下水道課（第３庁舎２階）

月曜日～金曜日の午前８時３０分～午後５時１５分（祝日を除く。）

・ 市役所公文書公開コーナー（第１庁舎１階）

月曜日～金曜日の午前８時３０分～午後５時１５分（祝日を除く。）

土曜日、日曜日、祝日の午前８時３０分～午後５時００分
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・ 中央公民館、図書館及びスポーツプラザ

各施設の開館時間内

〇 意見の提出ができる方

・ 市内に住所のある方

・ 市内に通勤、通学している方

・ 市内に事務所、事業所を有する個人、法人、団体

・ この案件に利害関係のある個人、法人、団体

〇 意見の提出方法

所定の用紙に、氏名、団体名（所属している場合のみ）、住所、電話番号

を明記の上、９月１８日（水）までに、市役所下水道課へ持参、郵送、ＦＡ

Ｘ、Ｅメールによる提出のほか、この案の閲覧場所に備付けの意見投票箱へ

の投函により提出してください。

※ 郵送の場合は、９月１８日（水）必着です。

〇 説明会の開催

意見募集期間中に、この案件についての説明会を開催します。

・ 日時：令和元年９月８日（日） 午前１０時～１１時

・ 場所：八街市役所第１会議室（第１庁舎３階）

※ 事前申込みは不要です。

〇 提出された意見とそれに対する市の考え方の公表

提出されたご意見は内容を検討し、それに対する八街市の考えを取りまと

めた上、この案件の閲覧場所のほか、市ホームページで公表します。

なお、提出されたご意見に対する個別の回答は行いませんので、ご了承く

ださい。

〇 意見の提出先・お問い合わせ

〒289-1192

千葉県八街市八街ほ35番地29

八街市役所建設部下水道課 計画管理班

電 話 043-443-1440（下水道課直通）

ＦＡＸ 043-442-6416

Ｅ-mail gesuido@city.yachimata.lg.jp
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企業会計方式の導入に関するＱ＆Ａ

Ｑ１ 企業会計方式を導入するメリットは何ですか？

Ａ１ 官庁会計方式は、現金の収支を記録するだけなので、内容が簡単でわか

りやすい反面、資産や負債がどれくらいあるのかといった将来の経営状況を

見通していく上で重要な情報が分かりづらいという面があります。企業会計

方式を導入することで、資産や負債の額を正確に把握することが可能になる

ので、将来の経営状況を正しく見通すことができるようになります。

Ｑ２ 単式簿記と複式簿記の違いが分かりません。

Ａ２ 単式簿記は、現金の収支について、いつ、いくら、どういった収入があ

ったか、何に使ったかを記録するもので、簡単で分かりやすく、家計簿など

は、単式簿記で整理されることが多いようです。

複式簿記は少し複雑で、借方と貸方の２つの勘定科目を用いて取引の結果

を記録します。複式簿記で記録すると取引に伴う現金の増減だけでなく、そ

の結果、資産や借金がいくら増えたのか、減ったのかについても把握できる

ようになり、会社の経理などで用いられています。

例１ 8月20日にコンビニで500円のお弁当を購入し、現金で支払った。

8/20 お弁当 500 円 8/20 お弁当 500 円 8/20 現金 500 円

500円のお弁当を購入したことが分かる。 500円のお弁当を"現金で"購入したことが分かる。

支出収入

〇単式簿記 〇複式簿記

借方 貸方

⇒

お弁当を購入したので、現金という資産が500円減少し
たことが分かる。

　8/20 ▲500円 

 現金（資産）
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例２ 8月20日に現金でSuicaに3,000円チャージし、8月25日に電車に乗った。

電車賃500円はＳｕｉｃａで精算した。

例３ 8月31日に300万円の自動車を購入した。頭金を現金で50万円支払い、

残りはローンを組んだ。

信販会社等

　8/20 ▲3,000円 

 現金（資産）

　8/31 ▲50万円 

 現金（資産）

8/31 頭金 50 万円 8/31 自動車 300 万円 8/31 現金 50 万円

8/31 ローン 250 万円

自動車を購入したので、現金という資産が50万円減少

し、ローンという負債が250万円増加したことが分かる。
一方で、自動車という資産が300万円増加したことが分
かる。

⇒

収入 支出 借方 貸方

頭金を50万円支払ったことしか分からない。 300万円の自動車を、"現金"50万円と２5０万円の"ローン"
を組んで購入したことが分かる。

〇単式簿記 〇複式簿記

　8/31 ＋250万円 

 ローン（負債）

　8/31 ＋300万円 

 自動車（資産）

8/20 Suica 3,000 円 8/20 Suica 3,000 円 8/20 現金 3,000 円
8/25 電車賃 500 円 8/25 Suica 500 円

⇒

8/20はSuicaにチャージしたので、現金という資産が
3,000円減少し、Ｓｕｉｃａという資産が3,000円増加したこと

が分かる。
8/25は電車に乗ったので、Ｓｕｉｃａという資産が500円減少
したことが分かる。

支出 借方 貸方

Suicaに3,000円チャージしたことしか分からない。 8/20に"現金で"Suicaに3,000円チャージし、8/25に電車
賃500円を"Suicaで"支払ったことが分かる。

〇単式簿記 〇複式簿記

収入

　8/20 ＋3,000円 

　8/25 ▲500円 

 Ｓｕｉｃａ（資産）

自動車は高額かつ
長期間使用されるので、

資産になります。
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Ｑ３ なぜこの時期に企業会計方式を導入するのですか？

Ａ３ 八街市の公共下水道事業は昭和５２年度（１９７７年度）から４０年以

上に渡り実施していますが、古い下水道施設は、近い将来更新時期を迎えま

す。（下水道管の耐用年数は、ヒューム管で５０年程度、塩ビ管で５０年以

上とされてます。）この下水道施設の更新には多額の費用がかかるため、今

のうちに企業会計方式を導入して正確な資産と負債の額を把握し、将来の下

水道施設の更新に備えようとするものです。

また、企業会計方式の導入には、会計処理に必要な電算システムの導入や

複式簿記に精通した職員の育成が必要になるなど高いハードルがありました

が、総務省から全国の下水道事業について企業会計方式を導入するよう要請

があり、導入に必要なコストや人材育成に対する国の支援を受けられるよう

になったことも、この時期の導入に踏み切った理由です。

Ｑ４ 下水道使用料は上がりますか？

Ａ４ 下水道使用料は、下水道の維持管理費と下水道施設の建設の際に借りた

借金の返済額と利子を基に計算されます。企業会計方式を導入すると、借金

の返済額の代わりに減価償却費というコストを使って計算するようになりま

すが、借金の返済額と減価償却費の考え方はほぼ同じなので、企業会計方式

を導入したというだけでは、下水道使用料が大きく変わることはありません。

ただし、企業会計方式の導入の目的が、公共下水道事業の将来の経営状況

を正しく見通し、今後需要が見込まれるコストを把握しようというものです

から、その結果によっては、下水道使用料の増額を検討しなければならない

ということもあり得るので、ご理解ください。
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八街市下水道事業の設置等に関する条例（案）

（下水道事業の設置）

第１条 市民の公衆衛生の向上及び都市の健全な発達に寄与し、あわせて公共

用水域の水質の保全に資するため、八街市公共下水道事業（以下「下水道事

業」という。）を設置する。

第１条は、八街市が公共下水道事業を実施する旨を規定します。

公共下水道事業とは、トイレやお風呂、台所などから排出される汚水を

きれいな水に処理して海や川に放流することで快適な生活環境と豊かな自

然環境を形成し、また、雨水を速やかに排除することで、都市を浸水被害

から守ることを目的とする事業です。

八街市の公共下水道事業は、市全体の面積７，４９４ヘクタール（※１

へクタールは、１００ｍ×１００ｍ＝１０，０００㎡です。）のうち１，

０３０ヘクタールの区域を全体計画区域と定め、昭和５２年度から４０年

以上に渡り事業を続けています。平成３０年度末現在の整備状況は、汚水

管については整備面積が約４４７ヘクタール、管路延長が約１０．７㎞、

雨水管については整備面積が約６８ヘクタール、管路延長が約４．０㎞と

なっています。

（法の財務規定等の適用）

第２条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）

第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号。以下

「令」という。）第１条第２項の規定により、下水道事業に法第２条第２項

に規定する財務規定等を適用する。

第２条は、公共下水道事業に地方公営企業法に規定する財務規定等を適

用することを規定します。

現在の公共下水道事業は、現金の収支のみを記録する現金主義に基づく
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単式簿記により会計処理を行っていますが、地方公営企業法の財務規定等

を適用して、現金以外の費用や収益についても記録する発生主義に基づく

複式簿記により会計処理を行うことで、経営状況の可視化と経営の合理化

を目指していきます。

（経営の基本）

第３条 下水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を

増進するように運営されなければならない。

２ 下水道事業の排水区域面積は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４

条第１項の事業計画において定める排水区域の面積とし、下水道事業の排水

人口は、当該事業計画において定める排水区域内の人口とする。

第３条は、公共下水道事業の経営の基本的な理念を規定します。

〇第１項について

第１項は、公共下水道事業の経営は、公営企業としての経済性を発揮

しつつ、公衆衛生の向上、都市の健全な発達、公共用水域の水質の保全

といった公共の福祉を増進させるよう行わなければならないとするもの

です。

〇第２項について

第２項は、公共下水道事業の事業規模を規定します。

公共下水道事業の事業規模は、下水道法の規定による事業計画の排水

区域の面積と排水区域内人口とします。現在の下水道法の規定による排

水区域の面積と排水区域内人口は、次のとおりです。

・排水区域の面積 汚水５４０．７０ヘクタール

雨水 ９８．００ヘクタール

・排水区域内人口 ２１，５００人

なお、排水区域の位置は、巻末の下水道計画一般図の事業計画区域の

箇所（薄墨色で囲った区域）です。
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（重要な資産の取得及び処分）

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない下水道事

業の用に供する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売

払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正な見積価額）が２，０００

万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合

を除き、土地については、１件５，０００平方メートル以上のものに係るも

のに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。

第４条は、予算で定めなければ取得や処分することができない重要な公

共下水道事業の資産を定めます。重要な資産以外の資産の取得や処分は市

長の判断で行えますが、重要な資産の取得や処分については、予算案の審

議という形で、議会の審査を経ることになります。

なお、重要な資産の範囲は、先行する地方公営企業の水道事業における

重要な資産の範囲と同一です。

資産の種別 予定価格又は 予算の定め

適正な見積価格

不動産 土地 5,000㎡以上 2,000万円以上 必要

2,000万円未満 不要

5,000㎡未満 全額 不要

土地以外 2,000万円以上 必要

2,000万円未満 不要

動産 2,000万円以上 必要

2,000万円未満 不要

不動産の信託の受益権 全額 必要

（議会の同意を要する賠償責任の免除）

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
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第２４３条の２の２第８項の規定により下水道事業の業務に従事する職員の

賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償

責任に係る賠償額が１０万円以上である場合とする。

第５条は、職員の賠償責任を免除しようとする場合で、議会の同意を必

要とするものを規定します。職員が負うべき賠償責任のうち軽微なものは

監査委員の意見を聴いた上で市長が免除を決定することができますが、賠

償責任のうち重大なものを免除しようとする場合は、更に議会の同意を得

て免除することになります。

なお、免除する賠償額の範囲は、先行する地方公営企業の水道事業にお

ける範囲と同一です。

免除する賠償額 議会の同意

１０万円以上 必要

１０万円未満 不要

注 地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）によ

り、令和２年４月１日から、地方自治法第２４３条の２は、第２４３条

の２の２に繰り下がります。

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等）

第６条 下水道事業の業務に関し、法第４０条第２項の規定により条例で定め

るものは、負担付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価格

が１００万円以上のもの及び法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で

当該決定に係る金額が１００万円以上のものとする。

第６条は、地方公営企業法第４０条第２項に規定する負担付き寄附の受

領などの行為のうち、議会の議決を必要とするものを規定します。第６条

に定めない行為は市長が決定することができますが、第６条に定める行為

は議会の議決を経なければ行うことができません。
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なお、議会の議決を必要とする行為は、先行する地方公営企業の水道事

業における行為と同一です。

行為の内容 議会の議決

負担付きの寄附又は贈与の受 金額等が100万円以上 必要

領 金額等が100万円未満 不要

地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不 不要

服申立て、訴えの提起、和解、あっせん、調停及び仲

裁

法律上地方公共団体の義務に 賠償額が100万円以上 必要

属する損害賠償の額の決定 賠償額が100万円未満 不要

（会計事務の処理）

第７条 法第３４条の２ただし書の規定により、下水道事業の出納その他の会

計事務のうち、次に掲げるものに係る権限は、会計管理者に行わせるものと

する。

(１) 公金（法第２７条ただし書の規定により市長が指定した金融機関にお

いて収納する現金を除く。）の収納に関する事務で市長が指定するもの

(２) 公金（令第２２条の６第１項の規定により出納取扱金融機関、収納取

扱金融機関その他の確実な金融機関への預金の方法によって保管する現金

を除く。）の保管に関する事務

第７条は、公共下水道事業に係る公金や物品の出納、保管といった会計

事務のうち、会計管理者に委任するものを規定します。

公共下水道事業の会計事務は市長が行いますが、会計事務の効率化と安

全性を高めるため、その一部を会計管理者に委任します。

〇第１号について

金融機関の窓口以外の場所において行う公共下水道事業の公金の収納

事務のうち、会計管理者に委任した方が効率的であると市長が判断する
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ものを会計管理者に委任します。

〇第２号について

金融機関への預金により保管するものを除き、公共下水道事業の公金

の保管事務を会計管理者に委任します。

（業務状況説明書類の作成）

第８条 市長は、下水道事業に関し、法第４０条の２第１項の規定により、毎

事業年度４月１日から９月３０日までの業務の状況を説明する書類を１０月

３１日までに、１０月１日から３月３１日までの業務の状況を説明する書類

を４月３０日までに作成しなければならない。

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するととも

に、１０月３１日までに作成する書類においては前事業年度の決算の状況を、

４月３０日までに作成する書類においては同日の属する事業年度の予算の概

要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければならない。

(１) 事業の概況

(２) 経理の状況

(３) 前２号に掲げるもののほか、下水道事業の経営状況を明らかにするた

め市長が必要と認める事項

３ 天災その他やむを得ない事故により、第１項に定める期日までに同項の業

務の状況を説明する書類を作成することができなかった場合においては、市

長は、できるだけ速やかにこれを作成しなければならない。

第８条は、公共下水道事業の業務状況報告書の作成について規定します。

〇第１項について

公共下水道事業の業務状況報告書は、地方公営企業法で年２回作成し、

公表しなければならないと定められていますが、その作成と公表は、４

月１日から９月３０日までの期間の分については１０月３１日までに、

１０月１日から翌年３月３１日までの期間の分については翌年の４月３

０日までに行わなければならないとするものです。
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〇第２項について

公共下水道事業の業務状況報告書に記載すべき内容は、事業の概要と

経理の状況のほか、公共下水道事業の経営状況を明らかにするのに必要

と認められる事項とします。

そのほか、１０月３１日までに作成し、公表する業務状況報告書では

前事業年度の決算の状況を、翌年４月３０日までに作成し、公表する業

務状況報告書では当該事業年度の予算の概要と事業の経営方針を明らか

にしなければならないとするものです。

〇第３項について

公共下水道事業の業務状況報告書の作成、公表の期日は第１項に定め

るとおりですが、地震や台風などの天災、その他やむを得ない事故が発

生したことにより、その作成、公表が期日に間に合わないときは、でき

るだけ早く業務状況報告書を作成し、公表しなければならないとするも

のです。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（八街市下水道事業特別会計条例の廃止）

２ 八街市下水道事業特別会計条例（昭和５７年条例第８号）は、廃止する。

（八街市下水道事業特別会計条例の廃止に伴う経過措置）

３ 前項の規定による廃止前の八街市下水道事業特別会計条例に基づく八街市

下水道事業特別会計（以下「旧会計」という。）の令和元年度の決算につい

ては、なお従前の例による。

４ 旧会計の令和元年度以前の会計年度に発生した権利又は義務でこの条例の

施行の際に存在するものは、第１条に規定する下水道事業に関する会計（以

下「新会計」という。）に帰属するものとする。

５ 旧会計の令和元年度の歳出予算の経費の金額のうち地方自治法第２１３条

第１項若しくは第２２０条第３項ただし書の規定により翌年度に繰り越して
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使用することとしたもの（同法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り

越して使用することとしたものにあっては、下水道事業の建設又は改良に要

するものに限る。）又は地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１

４５条第１項の規定により継続年度の終わりまで逓次繰り越して使用するこ

ととしたものは、令和２年度（同項の規定により継続年度の終わりまで逓次

繰り越して使用することとしたものにあっては、令和２年度から継続年度の

終わる事業年度まで）の新会計に繰り越して又は逓次繰り越して使用するこ

とができる。

（八街市下水道条例の一部改正）

６ 八街市下水道条例（昭和６３年条例第２号）の一部を次のように改正する。

第１条中「設置、」を削る。

第２条を次のように改める。

第２条 削除

附則は、この条例の施行期日のほか、この条例の施行に際し必要となる

事項を規定します。

〇第１項について

この条例の施行期日、すなわち、この条例の効力が発生する日は、令

和２年４月１日とします。

〇第２項から第５項までについて

この条例が施行されると、現在施行されている「八街市下水道事業特

別会計条例」は不要になるので、「八街市下水道事業特別会計条例」を

廃止します。なお、令和元年度の下水道事業特別会計の決算は従来どお

り行うとするなど、「八街市下水道事業特別会計条例」の廃止に伴い必

要となる経過措置を設けます。

〇第６項について

この条例が施行されると、現在施行されている「八街市下水道条例」

の規定の一部を見直す必要が生じるので、「八街市下水道条例」の一部

改正を行います。
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